
ICTベンチャー・リーダーシップ・プログラムのご案内
～大学とICTベンチャーの連携による教育プログラム～

総務省では、「高度情報通信人材育成体系の開発」において、大学生等を対象としたＩＣＴ
ベンチャーの経営層候補となり得る人材の育成を目的としたモデル教材「ＩＣＴベンチャー・
リーダーシップ・プログラム」を作成しました。

「ICTベンチャーの人材確保の在り方に関する研究会」
報告書（H19.2.13発表）より

「ICT国際競争力懇談会」
最終とりまとめ（H19.4.23発表）より

【 ICTベンチャー・リーダーシップ・プログラム開発の経緯】

当プログラムは、大学・高等専門学校等の教育機関及び企業内研修において使用頂くこと
を想定しております。

大学とICTベンチャーが協力し、事務系の
人材にもICTベンチャーの将来の経営層候補
となり得る層を育成するための実践的な教
育を推進することが有効であると考えられる。

グローバル市場でも通用しうるICTベン
チャー企業の海外進出を促進するため、海
外市場調査、海外事業の企画等に関する支
援を行う。また、国際戦略の策定や国際的な
事業展開を遂行することが可能な人材の育
成を支援する。

日本の大学生は、欧米や韓国等の諸外国に比べて大企業志向が強く、中小企業やベンチャー企業に対
する認知、理解度も全体として極めて低い

昨今の景気回復を受け、大企業は新卒採用数を増やしており、ベンチャー企業は、厳しい採用競争を余
儀なくされている

現状

期待される
効果

大学生にICTベンチャー企業で活躍したいという志が生まれる

ICTベンチャー経営層で活躍するために必要な、会社の理解と事業計画作成能力が身につく

目的 大学とＩＣＴベンチャーが連携し、ICTベンチャーの経営層候補となり得る人材を育成する

【各ステークホルダーのメリット】
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ICTベンチャーとのコネクション形成
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就職活動前に、ICTベンチャーで求められる
知識・スキルの習得

ICTベンチャーで働く自身の姿をイメージ



ICTベンチャーの経営層候補となり得る人材の育成
プログラムの

狙い

大学生、高専生、社会人学生等を対象

前期は講義形式で ICTベンチャ の理解を深め 後期はワ クシ プ形式でICTプ グラムの

【プログラム概要等】

前期は講義形式で、ICTベンチャーへの理解を深め、後期はワークショップ形式でICT
ベンチャーのビジネスプランの作成方法を習得

下記の内容を大学の授業として実施予定

プログラムの
全体像

企業研究
（前期）

講義

（後期）

ワークショップ

① ICTベンチャーに対する興味を持
ち、理解を深める

③ 自分の考えるビジネスプランを
作成し発表

② ICTベンチャーを肌
で感じる

• 前期の講義や企業研究の経験
をもとに、オリジナルのビジネス
プランを考える

• 3～4人のグループで1つのビジ
ネスプランを練り上げる

• ICTベンチャーの社
長や社員のインタ
ビューを通じて、ビ
ジネスモデルや企
業戦略などについ
ての理解を深める

概
要

1. ICTベンチャーの類型（事例紹介）

2. ICTベンチャーと技術

3. ベンチャーの成長ステージ

4. アイデアから事業機会へ ネスプランを練り上げる

• 完成したビジネスプランを発表し、
ICTベンチャーの方にフィード
バックをもらう

ての理解を深める
（1～2週間を想定）

内
容
詳
細

ICTベンチャ 企業各社と

5. ビジネスコンセプト

6. マーケティングの基礎I

7. ベンチャーのマーケティング

8. ビジネスモデル

9. ベンチャーとグローバル化

10. ベンチャーとコスト

11. 人材確保と資金調達、事業リスク
と対策

まとめ ICTベンチャー企業各社と
連携を想定している部分

まとめ

＜補講＞

• 社長による体験談

• 技術者による技術動向解説

• インターン先企業研究

• ビジネスマナー

平成20年3月24日（月曜日） 14時00分から16時まで本プログラムの内容を紹介する
セミナーを開催予定（東海大学校友会館 霞ヶ関ビル33階）

お申し込み先：http://www.kanto-bt.go.jp/if/press/p19/p2002/p200215.html

今後の予定
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